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国立研究開発法人森林研究・整備機構 平成３０年度計画 

 

３０森林機構第１１０８０１号 

平成３１年２月１５日変更 

 

 独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 35 条の５第１項の規定に基づき、平

成 29年３月 28日付けをもって認可された国立研究開発法人森林研究・整備機構（以下「森

林研究・整備機構」という。）の中長期計画を達成するため、同法第 35条の８において準

用する第 31 条の定めるところにより、次のとおり平成 30年度の業務運営に関する計画を

定める。 

 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 １ 研究開発業務 

 （１）研究の重点課題 

 ア 森林の多面的機能の高度発揮に向けた森林管理技術の開発 

 （ア）森林生態系を活用した治山技術の高度化と防災・減災技術の開発 

  ａ 山地災害発生リスクの予測と森林の防災機能の変動評価 

 積雪地域において発生する雪崩などの山地災害のリスクや森林による雪崩災害

の軽減効果について明らかにする。 

  ｂ 森林の水源
か ん

涵養機能を高度に発揮させる技術の開発 

 森林研究・整備機構で開発した、森林内の水循環を表現するモデルを用いて、将

来気候下における森林からの水資源供給量の変動を予測する。 

 作業道の開設や列状間伐による林地の攪乱が渓流水中の懸濁物質の増加等へ与

える影響について明らかにする。 

 

  ｃ 森林気象害リスク評価手法の開発 

 スギ林・ヒノキ林を対象に、気象データに基づいた林野火災発生危険度マップを

全国規模で作成し、林野火災発生リスクの地域特性を明らかにする。 

 

  ｄ 森林生態系における放射性物質の動態把握と予測モデルの開発 

 森林内の放射性セシウム分布の調査を継続し、原発事故後の経年的な推移を明ら

かにするとともに、土壌から樹木への放射性セシウムの移行の状況を解明する。 
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 （イ）気候変動の影響評価技術の高度化と適応・緩和技術の開発 

  ａ 長期観測による森林・林業への気候変動影響評価技術の高度化 

 気候変動が人工林の成長へ及ぼす影響の評価のため、影響評価モデルに反映させ

る樹木の生理特性を解明する。凍土の炭素貯留機能に対する温暖化影響を定量的に

評価するため、凍土地帯に形成される凍土マウンドの発達過程を復元する。 

 

  ｂ 生態系機能を活用した気候変動適応及び緩和技術の開発 

 アマゾン熱帯林の持続的管理のための低インパクト型択伐施業について、木材生

産や森林炭素蓄積量の持続性を検証する。また、森林劣化が進行する熱帯地域にお

いて、気候変動・森林保全政策に対応した地域住民の森林への関わり方としての制

度的条件を提示する。 

 

 （ウ）生物多様性の保全等に配慮した森林管理技術の開発 

  ａ 生物多様性保全等の森林の多面的機能の評価及び管理技術の開発 

 世界自然遺産登録の推薦地である奄美・琉球地域において、森林の希少動植物の

モニタリング手法を開発して各種の分布と生態を明らかにし、林業活動との調和を

めざす生物多様性保全手法を提案する。 

 

  ｂ 環境低負荷型の総合防除技術の高度化 

 菌床シイタケ各種害虫に有効な天敵微生物を抽出し、天敵微生物等による防除技

術を確立し、既存の知見とあわせてマニュアルを作成する。非赤枯性溝腐病のＤＮ

Ａ診断技術を確立し、感染木への菌の侵入門戸を明らかにし、病原菌の感染リスク

に関わる要因を解明する。 

 

 イ 国産材の安定供給に向けた持続的林業技術の開発 

 （ア）持続的かつ効率的な森林施業及び林業生産技術の開発 

  ａ 地域特性と多様な生産目標に対応した森林施業技術の開発 

 トドマツ人工林主伐後における前生稚樹の環境変化に対する生理機能応答を解

明し、適切な施業方法を確立する。地域における広葉樹資源の循環利用を推進する

ため、その木質資源量と用途別供給可能量の推定手法を開発する。 

 

  ｂ 効率的な森林管理手法及び先導的な林業生産技術の開発 

 自動走行機能及び荷おろし機能を組み合わせた自動走行フォワーダを開発し、運

材工程の無人化を図る。高度な森林情報計測技術や多様な森林情報の評価技術によ
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る効率的な森林管理手法を開発する端緒として、本州におけるカラマツ人工林をモ

デルとして調査・研究するとともに、当該人工林の現在から将来にわたる供給可能

量の推移を地域別に提示し、カラマツの再造林樹種としての将来性を検討する。 

 

 （イ）多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発 

  ａ 持続的林業経営と効率的流通・加工体制の構築に向けた社会的・政策的対策の提

示 

 森林資源状況、林業労働力及び木材需要の動向について、関連諸統計の分析を踏まえ、

これらの中長期的な推移の見通しを示す。 

 国産材需要拡大に向けて、中高層建築物建て替え需要における木造活用の推進方策を示

す。 

 

  ｂ  地域特性に応じた木質エネルギー等の効率的利用システムの開発 

 木質バイオマスエネルギー利用のための原木丸太の天然乾燥において、気象条件を

考慮した乾燥日数の推定手法を開発する。 

 木質バイオマス発電事業向けの燃料用木材の需給調整活動が実効性を有するための要

件を解明する。 

 

 ウ 木材及び木質資源の利用技術の開発 

 （ア）資源状況及びニーズに対応した木材の利用技術の開発及び高度化 

  ａ 原木等の特性評価技術の開発及び製材・乾燥技術等の高度化 

 木材の横方向の力学的特性と木材の密度及び年輪に対する負荷方向との関係を

引張試験によって明らかにする。スギ心持ち材等の乾燥による欠点の発生を防ぐた

め、熱処理とその後の乾燥過程における表面ひずみを測定し、残留応力や乾燥によ

る材表面の収縮挙動を明らかにする。 

 

  ｂ 新規木質材料利用技術、構造利用技術及び耐久性付与技術の開発 

 屋外暴露試験を用いて木質材料の長期的な強度性能に及ぼす製造因子等の影響

を解明する。木材に対する加力方向の違いがせん断及びめり込み強度特性に及ぼす

影響を評価する。室内防腐性能試験における前培養期間等が腐朽力に及ぼす影響を

明らかにする。 

 

 （イ）未利用木質資源の有用物質への変換及び利用技術の開発 

  ａ 多糖成分等を利用した高機能・高付加価値材料の開発 

 酵素・湿式粉砕で製造された国産材由来セルロースナノファイバーの用途開発の
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ため、その物性の違いが木部用水性塗料の塗膜や塗装品に及ぼす影響について明ら

かにする。 

 

  ｂ リグニンの高度利用技術の開発 

 改質リグニンの製造に関与するすべての工程を最適化し、薬液リサイクル効率を

95％まで向上させ、改質リグニン製造のプロセスコストを 200 円／kg以下となるよ

うにする。 

 

  ｃ 機能性抽出成分の抽出・利用技術の開発 

 トドマツ樹皮に含まれる高付加価値成分「cis-アビエノール」の利用技術を開発する

ために、効率的な分離・精製法を開発する。 

 

 エ 森林生物の利用技術の高度化と林木育種による多様な品種開発及び育種基盤技術の

強化 

 （ア）生物機能の解明による森林資源の新たな有効活用技術の高度化 

  ａ 樹木の生物機能の解明とその機能性の新たな有効活用 

 気候変動への対応のため、モミなどの広域分布種を対象に、遺伝的多様性や遺伝

構造の解析を進め、遺伝的な地域性を明らかにする。樹木の環境ストレス耐性及び

代謝産物に関する分子基盤を解明するため、樹木の代謝（窒素同化、炭酸同化を含

む一次代謝、アルミニウム無毒化タンニン合成を含む二次代謝等）に関わる遺伝子

情報を整備する。樹木が有する機能の有効活用技術の高度化のため、ヒノキ科樹木

等の培養細胞からの不定胚を含む器官分化条件を解明する。 

 

  ｂ きのこ及び微生物が有する生物機能の解明と新たな有効活用 

 樹木へのセシウム吸収抑制技術を開発するため、カリウム等の施用が樹木へのセ

シウムの吸収に及ぼす影響を明らかにする。高級菌根性きのこの栽培技術を開発す

るため、随伴細菌が宿主の樹木の成長やきのこの発生頻度に及ぼす影響を評価し、

感染苗木の植栽による菌根性きのこの発生機構を解明する。 

 

 （イ）多様な優良品種等の開発と育種基盤技術の強化 

  ａ エリートツリーと優良品種の開発及び高速育種等の育種技術の開発 

 検定等の進捗状況を踏まえ、エリートツリーについては概ね 60 系統、初期成長

が優れた品種等の優良品種については概ね 30品種を目標として開発する。 

 また、地球温暖化や花粉症等に対応するための優良品種等の早期開発に対応可能

な高速育種技術等の育種技術の開発を進める。 
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  ｂ 林木遺伝資源、バイオテクノロジー、国際協力等による育種・普及技術の開発 

 優良品種等の遺伝子型の決定と原種苗木配布システムの開発を引き続き進める

とともに、特定母樹等原種苗木の需要の増大に対応するため、施設等を用いた原種

苗木増産技術の開発を進める。 

 林木遺伝資源の施設保存技術の高度化のため、我が国の森林を構成する重要な樹

種であるブナについて、種子の超低温保存に適した含水率等の保存条件を明らかに

する。 

 バイオテクノロジーを利用した育種技術の開発を行うため、スギにおけるゲノム

編集技術による遺伝子改変の効率性の評価を進める。 

 地球温暖化に伴う気候変動への適応策に資するため、ケニア森林研究所との共同

研究（ＪＩＣＡ技術協力事業）により、乾燥に強いケニアの郷土樹種（メリア、ア

カシア）の検定林のデータ収集及び解析を進める。 

 

 （２）長期的な基盤情報の収集、保存、評価並びに種苗の生産及び配布 

 収穫試験地等における森林の成長・動態調査、森林水文モニタリング等の長期モ

ニタリング、木材の識別等基盤的情報の収集等を継続して実施する。 

 また、きのこ類等森林微生物の遺伝資源について、対象を適切に選択しつつ概ね

50点を目処に探索・収集し、増殖・保存及び特性評価等を行う。 

 突き板等での利用が期待されているユリノキについて、優良系統の選抜が可能な

母集団の作成に着手するとともに、育種素材等の収集、保存及び発芽特性等の調査

を進める。また、配布申請に従い、林木遺伝資源を配布する。 

 開発された優良品種等の原種苗木等について、都道府県等の要望する期間内に全

件数の 90％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。 

 

 （３）研究開発成果の最大化に向けた取組 

  ア 「橋渡し」機能の強化 

 「橋渡し」機能を強化するため、以下の取組を行う。 

 

 （ア）産学官及び民との連携、協力の強化 

 森林総合研究所に配置した産学官民連携推進担当研究コーディネーター及び産

学官連携・知財戦略室、各支所に配置した産学官民連携推進調整監等による連携・

協力体制を活用し、シーズ及びニーズに関する情報を一元的に管理し、研究者及び

民間企業等に提供する体制を整える。 
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 （イ）研究開発のハブ機能の強化 

 森林総合研究所に配置した地域イノベーション推進担当研究コーディネーター

及び地域連携戦略室、各支所に配置した地域連携推進室により、地域が抱える課題

の抽出、研究開発による課題の解決、研究成果の地域への普及を一元的に管理し、

地域課題解決に森林総合研究所及び支所一体となったハブ機能の強化を図る。 

 全国に広く分布する水源林造成の事業地を研究開発のフィールドとして活用す

ることにより、施業技術や森林管理手法等の研究開発を推進する。 

 また、研究開発部門と水源林造成部門との情報交換会や研究者を講師とした整備

局の検討会等を通じ、研究者等による指導・助言を行い、研究開発の成果・知見を

活用した水源林造成業務における森林整備技術の高度化を支援するとともに、森林

所有者や林業事業体に対する研究成果の「橋渡し」に継続して取り組む。 

 森林総合研究所林木育種センター及び育種場についても、林木育種のハブとし

て、地方の行政機関、研究機関、大学、関係団体、民間企業等との連携強化を図る

ため、各種会議の開催や技術指導等を行う。 

 

  イ 研究開発成果等の社会還元 

 研究開発で得られた成果や科学的知見等を社会に普及、還元するため、行政や林

業団体、民間企業等に対する講師派遣、講習会開催、技術指導や助言等を積極的に

行うほか、研究所が有する高度な専門知識や専門技術を必要とする木材等の鑑定や

各種分析、調査の依頼に対応する。 

 研究開発成果を、戦略的な知的財産管理を踏まえた上で、国内外の学術雑誌の論

文や学会発表等により速やかに公表する。 

 さらに、開発した優良品種等の早期普及を図るため、都道府県等に対し、採種園

等の造成・改良に関する講習会を合計 20 回を目標に開催する。 

 

  ウ 研究課題の評価、資源配分及びＰＤＣＡサイクルの強化 

 外部の専門家・有識者を招いた研究評価会議を開催し、研究課題の評価を実施す

る。外部評価の結果を課題の管理・運営に反映させ、研究開発成果の最大化に努め

る。 

 

 ２ 水源林造成業務 

 （１）水源林造成業務の推進 

  ア 事業の重点化 

 効果的な事業推進の観点から、事業の新規実施については、２以上の都府県にわ

たる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源
か ん

涵養機能の強化を図る重要
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性が高い流域内の箇所に限定する。（重点化率 100％実施） 

 

  イ 事業の実施手法の高度化のための措置 

 （ア）公益的機能の高度発揮 

 水源
か ん

涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点

から、新規の分収林契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、か

つ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。 

 また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ

誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。 

 

 （イ）事業の効果的・効率的な実施 

① 事業実施過程の透明性の確保を図りつつ、事業の効果的・効率的な実施に努

めるため、チェックシートを活用し、事業を実施する。（チェックシート活用

率 100％実施） 

② 森林整備事業全体の動向を踏まえつつコスト削減に向けた取組を徹底する。 

 

 （ウ）搬出間伐と木材利用の推進 

 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成はもとよ

り、林業の成長産業化等にも資する観点から、搬出間伐を推進するとともに、作業

道の丸太組工法などにおいて間伐材を含む木材の有効利用の推進に努める。 

 

 ３ 森林保険業務の推進 

 （１）被保険者へのサービス向上 

 森林保険契約の引受けや保険金の支払い等について、必要な人材の確保、事務の

簡素化、システム化による各種手続の効率化、マニュアル化や研修の充実による業

務委託先を含めた業務実施体制の強化や迅速な保険金の支払い等の取組を推進し、

被保険者へのサービスの向上を図る。 

 なお、国の災害査定が、災害発生から２～３ヶ月以内としていることを参考に、

保険金の支払いの迅速化に向けた取組の目安として、損害実地調査については、林

道崩壊や積雪等により早期の調査が困難な場合、干害等において枯死していること

を確定する上で経過観察のため一定の期間が必要な場合など、損害実地調査終了ま

でに時間を要する特段の要因がない場合は、基本的に損害発生通知書を受理してか

ら調査終了までを３ヶ月以内とするために業務実施体制の強化等について検討す

る。 

 



 - 8 - 

 （２）加入促進 

 災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安

定と森林の多面的機能の維持及び向上を図るため、森林保険の加入促進に向けた方

針を定期的に作成し、それに即した戦略的な取組を推進する。 

 なお、その際の目安として、基本的に下記の基準を満たすこととする。 

① ホームページの逐次更新や広報誌の４回以上の発行等を通じ、森林所有者や

森林経営計画作成者等に森林保険の概要や最新の情報等をわかりやすく発信

する。 

② 関係諸機関と連携し、各都道府県、市町村、森林組合等を対象に、パンフレ

ットやポスター等を幅広く配布・設置する（3,000 箇所以上設置）。 

③ 関係諸機関と連携し、少なくとも３年に１度は各都道府県で１回ずつ開催す

ることを念頭に、都道府県、市町村及び大規模森林所有者向けの説明会等を全

国的に行うなど効果的な普及活動を実施する（15 回以上実施）。また、森林施

業を担う林業経営体等に対する説明会やインターネットを活用した情報提供

等も積極的に行う。 

④ 森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、自然災害の発生傾向など

の地域的特徴を考慮して全国を複数のブロックに分けて、新規加入の拡大及び

継続加入の推進などを円滑に行う上で必要な森林保険業務の能力向上を図る

研修等を全国的に実施し、森林所有者に対し適切なサービスの提供を促進する

（年６回以上実施）。 

 

 （３）引受条件 

 平成 30 年度は、保険料率や割引等の引受条件の改定を行うとともに、31 年度か

らの適用に向けて森林所有者へのお知らせ等を確実に実施する。 

 また、引き続き森林整備に必要な費用、木材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏

まえつつ、保険運営の安定性の確保、被保険者へのサービスの向上の観点から、保

険料率、保険金額の標準をはじめとする引受条件の見直しの必要性について検討を

行う。 

 

 （４）内部ガバナンスの高度化 

 金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部

有識者等により構成される統合リスク管理委員会を２回以上開催し、森林保険業務

の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。 

 

 ４ 特定中山間保全整備事業等完了した事業の評価及び債権債務の管理 
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 （１）特定中山間保全整備事業等の事業実施完了後の評価に関する業務 

   ア 事業実施完了後の評価に係る業務（社会経済情勢の変化等に関する基礎的資料

の作成。）を確実に行う。 

   イ 事業実施完了後の評価を確実に行う。 

 

 （２）債権債務管理に関する業務 

 林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整

備事業等の負担金等に係る債権債務及びＮＴＴ－Ａ資金に係る債権債務について、

徴収及び償還業務を確実に行う。（徴収率 100％実施） 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 一般管理費等の節減 

 （１）研究開発業務 

 運営費交付金を充当して行う事業（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）

については、業務の見直し及び効率化を進め、平成 29 年度予算比で、一般管理費

については、少なくとも３％及び業務経費については、少なくとも１％の節減を行

う。 

 

 （２）水源林造成業務 

 一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、特定中山間保全整備事業等とあわせて中長期計画に掲げた目標の達成

に向け、削減を行う。 

 

 （３）森林保険業務 

 森林保険業務は、政府の運営費交付金を充当することなく、保険契約者から支払われる

保険料のみを原資として運営するものであり、一般管理費等の支出の大きさが保険料に直

接的に影響することを踏まえ、支出に当たっては、物品調達の必要性、加入促進業務やシ

ステム化における費用対効果を十分検討することなどによりコスト意識を徹底して保険事

務に必要な経費を節減し、効率的な業務運営を図り、将来的な一般管理費等のスリム化に

つなげ、一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、中長期計画に掲げた目標の達成に向け、削減を行う。 

 なお、業務量及びそれに伴う一般管理費等は、保険料収入の変化や災害の発生状

況等により影響を受けることに留意する。 

 

 （４）特定中山間保全整備事業等 
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 一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、水源林造成業務とあわせて中長期計画に掲げた目標の達成に向け、削

減を行う。 

 

 ２ 調達の合理化 

 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適切で迅速かつ効果

的な調達を実現する観点から、「調達等合理化計画」を策定するとともに、同計画に

基づき、重点的に取り組む分野における調達の改善、調達に関するガバナンスの徹底

等を着実に実施する。 

 

 ３ 業務の電子化 

 電子化の推進等により事務手続きの簡素化・迅速化及び利便性の向上を図り、併せ

て適切なセキュリティ対策に努め、情報システムの堅牢性を確保する。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 １ 研究開発業務 

 中長期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な

運営に努める。 

 

 （１）収益化単位の業務ごとの予算と実績管理 

 運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたこと

を踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築し実施する。 

 

 （２）セグメントの開示 

 一定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報を

開示するとともに、研究分野別セグメント情報などの開示に努める。 

 

 （３）自己収入の拡大に向けた取組 

 受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等に

より自己収入の確保に努める。本中長期目標の方向に即して、外部研究資金獲得等

について積極的に適切な対応に努める。 

 

 ２ 水源林造成業務 

 （１）長期借入金等の着実な償還 
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 長期借入金及び債券については、14,273 百万円を確実に償還する。 

  また、最新の木材価格や金利情勢などの経済動向や国費等の収入について一定の

前提条件をおいた債務返済に関する試算を行い、中長期計画に基づく償還計画額と

ともに公表し、これらと実績額について検証を行い、その結果を公表する。 

 

 （２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営 

 「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。 

 

 ３ 森林保険業務 

 （１）積立金の規模の妥当性の検証と必要な保険料率の見直し 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」も踏まえ、外部有識者等により構

成される統合リスク管理委員会において、積立金の規模の妥当性の検証を行い、そ

の結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて、保険料率の見直しを検

討する。 

 その際、①我が国においては、台風や豪雪等の自然災害の発生の可能性が広範に

存在し、森林の自然災害の発生頻度が高く、異常災害時には巨額の損害が発生する

おそれがあり、こうした特性に応じた保険料率の設定及び積立金の確保が必要であ

ること、②森林保険の対象となる自然災害の発生は年毎のバラツキが非常に大きい

ことから単年度ベースでの収支相償を求めることは困難であり長期での収支相償

が前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの長期にわたる林業経営の安定

を図ることを目的としており、長期的かつ安定的に運営することが必要であるこ

と、④積立金の規模は責任保険金額の規模に対して適切なものとする必要があるこ

とを踏まえて取り組む。 

 

 （２）保険料収入の増加に向けた取組 

 森林保険業務の安定的な運営に資するため、新規加入の拡大、継続加入の推進等

による保険料収入の増加に向けて、関係諸機関と連携し、森林所有者、森林経営計

画作成者、林業経営体等への森林保険の加入促進活動に取り組む。 

 

 ４ 特定中山間保全整備事業等 

 （１）長期借入金等の着実な償還 

長期借入金及び債券については、9,297 百万円を確実に償還する。 

     （内訳） 

       特定中山間保全整備事業等   6,426 百万円 
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       緑資源幹線林道事業      2,872 百万円 

 

 （２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営 

「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。 

 

 ５ 予算 

 （１） 研究開発業務 

  （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区     分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解明

・林木育種」 

勘定共通 

 

 

合 計 

 

 

収 入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 諸収入 

 前年度繰越金 

 

２，８８７ 

０ 

２４１ 

３ 

４３ 

 

２，１１３ 

０ 

１１１ 

３ 

２９ 

 

１，３６８ 

０ 

３２９ 

３ 

２０ 

 

２，５３６ 

９２ 

１９２ 

６ 

３１ 

 

１，４２６ 

１２７ 

１３１ 

２５ 

１５ 

 

１０，３３０ 

２１９ 

１，００４ 

３９ 

１３７ 

計 ３，１７４ ２，２５６ １，７２０ ２，８５７ １，７２３ １１，７３０ 

支 出 

 人件費 

 業務経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

  研究・育種施設 

  整備費 

  熊本地震災害復旧 

  事業施設整備費 

  受託経費 

          

２，３８０ 

３５３ 

１９９ 

０ 

０ 

 

０ 

 

２４１ 

          

１，５６４ 

３７９ 

２０２ 

０ 

０ 

 

０ 

 

１１１ 

          

１，０９９ 

１８８ 

１０４ 

０ 

０ 

 

０ 

 

３２９ 

          

１，６７７ 

８２１ 

７４ 

９２ 

９２ 

 

０ 

 

１９２ 

          

１，１１４ 

０ 

３５２ 

１２７ 

１２７ 

 

０ 

 

１３１ 

 

７，８３５ 

１，７４０ 

９３１ 

２１９ 

２１９ 

 

０ 

 

１，００４ 

計 ３，１７４ ２，２５６ １，７２０ ２，８５７ １，７２３ １１，７３０ 

（注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある 

 

 （２）水源林造成業務 
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  （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区    分 金    額 

収 入 

 国庫補助金 

 政府出資金 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

１６，７０７ 

１０，７７３ 

５，８００ 

９１０ 

１０９ 

  計 ３４，２９９ 

支 出 

 業務経費 

  造林事業関係経費 

  東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 

 借入金等償還   

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

 

１４，９８３ 

１４，４４５ 

５３８ 

１４，２７３ 

１，４１１ 

３５２ 

３，３０２ 

２０ 

  計 ３４，３４０ 

（注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。 

 (注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として

当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

 （３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 業務収入 

 業務外収入 

 

１，９５７ 

１ 

  計 １，９５８ 

支 出 

 人件費 

 保険金 

 

２８０ 

１，３５６ 



 - 14 - 

 業務経費 

 一般管理費 

 業務外支出 

 予算差異 

６６３ 

１６５ 

０ 

▲５０６ 

  計 １，９５８ 

 (注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。 

 (注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として

当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

 （４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 

区    分 金    額 

収 入 

 政府交付金 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

９２ 

９１０ 

８，９８２ 

９ 

  計 ９，９９４ 

支 出 

 借入金等償還 

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

 

９，２９７ 

５２０ 

１１０ 

１７９ 

６６ 

  計 １０，１７２ 

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。 

 (注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として

当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

 ６ 収支計画   

 （１）研究開発業務 

  （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 
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区     分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解明

・林木育種」 

勘定共通 

 

 

合 計 

 

 

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

  業務経費 

  一般管理費 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 雑損 

 臨時損失 

３，２０４ 

３，２０４ 

２，３８０ 

２９５ 

２２３ 

１９６ 

１０９ 

０ 

０ 

０ 

２，２６５ 

２，２６５ 

１，５６４ 

３１７ 

２２６ 

９０ 

６８ 

０ 

０ 

０ 

１，９１４ 

１，９１４ 

１，０９９ 

１５７ 

１１６ 

２６７ 

２７４ 

０ 

０ 

０ 

２，７１３ 

２，７１３ 

１，６７７ 

７０５ 

８３ 

１５６ 

９１ 

０ 

０ 

０ 

１，５０６ 

１，４８７ 

１，１１４ 

０ 

２５０ 

１０６ 

１６ 

０ 

１９ 

０ 

１１，６０１ 

１１，５８２ 

７，８３５ 

１，４７４ 

８９９ 

８１６ 

５５８ 

０ 

１９ 

０ 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 諸収入 

 資産見返運営費交付金 

 戻入 

 資産見返物品受贈額 

 戻入 

 臨時利益 

３，２１３ 

２，８８９ 

２４１ 

３ 

８０ 

 

０ 

 

０ 

２，２４７ 

２，０９９ 

１１１ 

３ 

３４ 

 

０ 

 

０ 

１，８９３ 

１，３６８ 

３２９ 

３ 

１９４ 

 

０ 

 

０ 

２，７２８ 

２，４５８ 

１９２ 

６ 

７２ 

 

０ 

 

０ 

１，５３７ 

１，３５９ 

１３１ 

２５ 

２２ 

 

０ 

 

０ 

１１，６１９ 

１０，１７３ 

１，００４ 

３９ 

４０２ 

 

０ 

 

０ 

純利益 

前中長期目標期間繰 

越積立金取崩額 

９ 

１０ 

 

▲１７ 

２ 

 

▲２０ 

２７ 

 

１５ 

４ 

 

３２ 

９ 

 

１８ 

５２ 

 

総利益 １９ １６ ７ １９ ４１ ７０ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （２）水源林造成業務 

  （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区    分 金   額 

費用の部 

 経常費用 

２，４１５ 

２，４１５ 



 - 16 - 

  分収造林原価 

  販売・解約事務費 

  水源環境林業務費 

  復興促進業務費 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

５０ 

４４４ 

２０ 

３３ 

２３９ 

５２３ 

１，１０７ 

０ 

収益の部 

 経常収益 

  分収造林収入 

  販売・解約事務費収入 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  水源環境林負担金収入 

  財務収益 

  雑益 

２，３０７ 

２，３０７ 

３４６ 

４４４ 

２５ 

１，３９４ 

２ 

０ 

９６ 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

▲１０８ 

５００ 

３９２ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

                        区  分 金  額         

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

  支払保険金 

  支払備金繰入 

  責任準備金繰入 

  業務費 

  一般管理費 

２，３３２ 

２，３３２ 

２８４ 

１，３５６ 

－ 

－ 

６３８ 

５３ 



 - 17 - 

  財務費用 

  雑損 

０ 

０ 

収益の部 

 経常収益 

  保険料収入 

  支払備金戻入 

  責任準備金戻入 

  資産見返負債戻入 

  財務収益 

  雑益 

２，１２５ 

２，１２５ 

 １，８１１ 

１４ 

１５１ 

１４ 

１３４ 

０ 

純利益 

総利益 

▲２０７ 

▲２０７ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 

                       区    分 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

 臨時損失 

８５９ 

８５９ 

１１５ 

１７９ 

５０１ 

６４ 

－ 

収益の部 

 経常収益 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  割賦利息収入 

  財務収益 

  雑益 

７０３ 

７０３ 

１ 

１１０ 

５８４ 

０ 

８ 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

▲１５６ 

２３３ 
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総利益 ７７ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 ７ 資金計画  

 （１）研究開発業務 

  （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区     分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解明

・林木育種」 

勘定共通 

 

 

合 計 

 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次年度への繰越 

３，１７４ 

３，０６４ 

１１０ 

０ 

０ 

２，２５６ 

２，１７０ 

８６ 

０ 

０ 

１，７２０ 

１，６１８ 

１０２ 

０ 

０ 

２，８５７ 

２，５７３ 

２８３ 

０ 

０ 

１，７２３ 

１，５９９ 

１２５ 

０ 

０ 

１１，７３０ 

１１，０２４ 

７０５ 

１ 

０ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による 

収入 

受託収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費補助金 

による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度からの繰越 

３，１７４ 

３，１３１ 

２，８８７ 

 

２４１ 

３ 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

４３ 

２，２５６ 

２，２２７ 

２，１１３ 

 

１１１ 

３ 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

２９ 

１，７２０ 

１，７００ 

１，３６８ 

 

３２９ 

３ 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

２０ 

２，８５７ 

２，７３４ 

２，５３６ 

 

１９２ 

６ 

９２ 

９２ 

 

０ 

０ 

０ 

３１ 

１，７２３ 

１，５８２ 

１，４２６ 

 

１３１ 

２５ 

１２７ 

１２７ 

 

０ 

０ 

０ 

１５ 

１１，７３０ 

１１，３７４ 

１０，３３０ 

１，００４ 

３９ 

２１９ 

２１９ 

 

０ 

０ 

０ 

１３７ 

 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （２）水源林造成業務 

  （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区    分 金   額 
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資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

４０，７５２ 

１９，９６７ 

２０ 

１４，２７３ 

６，４９３ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  補助金収入 

  収穫等収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

４０，７５２ 

１７，７０８ 

１６，７０７ 

８９３ 

１０８ 

２０ 

１６，５７３ 

６，４５１ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

１６，２５３ 

２，３１０ 

１１，１５３ 

１ 

２，７９０ 

資金収入 

 業務活動による収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

１６，２５３ 

１，９５８ 

１１，００５ 

－ 

３，２９１ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 （４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 
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区   分 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

１６，３５１ 

９２１ 

１ 

１１，８９７ 

３，５３１ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  政府交付金収入 

  負担金・賦課金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

１６，３５１ 

９，０８０ 

９２ 

８，３８４ 

６０４ 

４ 

３，５１０ 

３，７５７ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

 

 ８ 保有資産の処分 

 保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成 26年９月２日付け総管査第 263 号総務省行政管理局通知）に

基づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、

不要財産として国庫納付等を行うこととする。 

 

第４ 短期借入金の限度額 

 １ 研究開発業務 

    13 億円 

    （想定される理由） 

    運営費交付金の受入の遅延等に対応するため 

 ２ 特定中山間保全整備事業等 

    34 億円 

    （想定される理由） 

    ・借入金等の償還とその財源となる負担金等の徴収の制度差に起因する一時的な

資金不足 

    ・その他一時的な資金不足 



 - 21 - 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

 １ 研究・育種勘定 

 なし 

 ２ 特定地域整備等勘定 

 書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、敷地内の地下に

埋設してある除染後の汚染土壌の処理状況を勘案しつつ、国への返納措置を検討す

る。 

 

第６ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画 

 水源林造成業務における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販

売、公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。 

    （計画対象面積の上限） 16,400ha 

 

第７ 剰余金の使途 

 １ 研究・育種勘定 

   剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充てる。 

 ２ 水源林勘定 

   剰余金は、借入金利息及び債券利息に充てる。 

 ３ 特定地域整備等勘定 

剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用に充て

る。 

 

第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

 １ 施設及び設備に関する計画 

  省エネルギーの推進や維持・管理経費の節減、安全確保等のための老朽化施設の更

新を図る観点から、業務の実施に必要な施設及び設備について、計画的な整備に努め

る。 

 四国支所の小規模介在地については、取得のための条件整備を進める。 

 

   施設及び設備に関する計画 

                                                        （単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 

北海道支所直流電源装置改修 

北海道支所暖房設備改修 

 

                 ２１９ 
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林木育種センター西表熱帯林育種技術園事務所

棟及び温室改修（設計業務） 

林木育種センター温室改修及び苗テラス整備 

 

 

 ２ 人事に関する計画 

 （１）研究開発業務 

 研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。 

 管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。 

 

 （２）水源林造成業務 

 水源林造成業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行

う。 

 

 （３）森林保険業務 

 森林保険業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行

う。 

 

 （４）特定中山間保全整備事業等 

 特定中山間保全整備事業等の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な

配置等を行う。 

 

 ３ 積立金の処分 

 （１）研究・育種勘定 

  前中長期目標期間繰越積立金は、前期中長期目標期間中に自己収入財源で取得

し、当期中長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充

当する。 

 

 （２）水源林勘定 

 前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充てる。 

 

 （３）特定地域整備等勘定 

 前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収並びに長期借入金及び債券の償

還に要する費用に充てる。 

 

 ４ 研究開発業務と水源林造成業務及び森林保険業務との連携の強化 
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 （１）研究開発業務と水源林造成業務の連携 

 全国に広く分布する水源林造成の事業地を研究開発のフィールドとして活用す

ることにより、施業技術や森林管理手法等の研究開発業務を推進する。 

 検討会等を通じ、研究開発業務で得られた成果や科学的知見を活用して水源林造

成業務における森林整備技術の高度化を図るとともに、森林所有者や林業事業体へ

の研究成果の「橋渡し」に取り組む。 

 

 （２）研究開発業務と森林保険業務の連携 

 森林の自然災害に関する専門的知見を活用した森林保険業務の高度化及び森林

保険業務で得られたデータを活用した森林災害に係る研究を推進する。 

 

 ５ 行政機関や他の研究機関等との連携・協力の強化 

 森林研究・整備機構は、我が国の森林・林業・木材産業に関する総合的な研究を推

進する中核機関であるとともに、森林整備センター及び森林保険センターを擁する機

関であることから、内部での連携を取りつつ、国、都道府県、他の研究機関、大学、

民間企業等との連携・協力を積極的に行う。 

 また、災害への緊急対応や行政機関等への技術指導等のため、専門家を派遣すると

ともに、学術的知見や研究情報の提供等を行う。 

 さらに、森林保険は、林業経営の安定や森林の多面的機能の発揮に資する公的保険

であり、森林・林業の諸政策と連携した取扱いによりその役割が高度に発揮されるも

のであることから、行政機関等と連携・協力した取組を推進する。 

 

 ６ 広報活動の促進 

 （１）研究開発業務 

 森林研究・整備機構の情報を広く発信するため、機構ホームページの活用や環境

報告書の発行等を推進する。研究開発業務においては、研究所の成果及び森林・林

業・木材・林木育種に関する情報を広く社会に発信するため、季刊森林総研や研究

成果選集、林木育種情報等の広報誌発行、ウェブサイト掲載、フェイスブック掲載、

記者会へのプレスリリース、市民向けの森林講座・公開講演会・一般公開の開催、

外部の各種イベントへの出展など、広報活動を積極的に推進する。 

 

 （２）水源林造成業務 

 水源林造成業務については、研究開発業務との連携を図りつつ、森林整備に係る

技術情報を提供するため、職員及び造林者等を対象とした整備局の検討会を６回以

上開催する。 
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 森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において２件以上発表す

る。 

 水源林造成業務に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効

果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ）、広報誌等

により広報するとともに、平成 29 年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載

等を実施する。 

 事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータ

の蓄積を実施する。 

 

 （３）森林保険業務 

 森林保険の重要性、保険金の支払い状況等の業務の実績、災害に係る情報のほか、森林

保険の窓口業務を担う委託先の紹介や被保険者の御意見等をホームページや広報誌等を通

じて積極的に発信することにより、森林所有者の理解の醸成に努め、森林保険の利用拡大

につながるよう効果的に広報活動を行う。 

 

 ７ ガバナンスの強化 

 （１）内部統制システムの充実・強化 

 各業務について、役員から現場職員までの指揮命令系統や連絡・報告体制を明確

化するとともに、職員に対し適切な業務執行を図るためのルールの周知徹底を行

う。 

 また、監事及び監査法人等との連携強化を図るとともに、各種研修への参加等に

より監査従事職員等の資質向上を図る。 

 

 （２）コンプライアンスの推進 

 役職員は、森林研究・整備機構の使命達成のため、「行動規範」及び「職員倫理

規程」を遵守し、高い倫理観をもって業務を遂行する。 

 このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、取組方針

を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を図る。 

  また、研究活動における不適正行為を防止するため、政府が示したガイドライン

等を踏まえた対策を推進するとともに、不適正な経理処理事案の再発防止策の周知

及び徹底、不正防止計画の着実な推進に努める。 

 

 ８ 人材の確保・育成 

 （１）人材の確保 

 研究開発業務の成果の創出のため、人材の確保に当たっては、常勤職員の採用に
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加え、テニュアトラック制や、任期付き研究員制度、再雇用等を活用し、女性・外

国人・若手・中堅研究者・シニア研究員等、森林研究・整備機構が必要とする才能

豊かで多様な人材の確保に努める。また、クロスアポイントメント制度を活用した

研究者の人事交流を進める。 

 水源林造成業務の確実な実施のため、必要な人材を確保する。 

 森林保険業務の適正な実施、専門性の向上のため、林業経営や森林被害等に精通

した職員を配置するほか、新規採用や、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統等

からの出向等により必要な人材を確保する。 

 

 （２）職員の資質向上 

 平成 28 年度に改正した森林研究・整備機構の人材育成プログラムに基づき、個

人の資質や経歴、年齢に応じた研修等を実施し、研究遂行能力の向上とともに、研

究マネジメント能力やコーディネート能力等、研究管理部門等が必要とする能力を

開発し、個々の研究者の資質を活かす様々なキャリアパスへの誘導を計画的に進め

る。 

 さらに、一般職員についても、職員の資質の向上を図るため、業務に必要な各種

資格を計画的に取得させることに努めるとともに、水源林造成業務や森林保険業務

における高度な専門知識が必要とされる業務を適切に実施するため、各種研修に職

員を参加させること等により、高度な専門知識と管理能力を有する職員を育成す

る。 

 このほか、男女共同参画の推進及び女性研究者の活躍促進に向けた支援の充実の

ため、男女共同参画の推進に努める。 

 

 （３）人事評価システムの適切な運用 

 職員の業績及び能力の評価については、公正かつ透明性の高い評価を実施する。 

 研究職員の業績評価については、研究業績や学会活動をはじめ、行政、民間・企

業等への技術移転及び森林総合研究所の業務推進等への貢献を十分勘案して行う。

また、一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国

が実施する評価制度に準じた評価を実施する。 

 人事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切

に処遇へ反映させる。 

 

 （４）役職員の給与水準等 

 役職員の給与については、国家公務員の水準となるように取り組むとともに、そ

の水準を公表する。 
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 また、研究開発業務については、手当を含め給与の在り方を検証し、クロスアポ

イントメント制度導入後の実態を踏まえた検証や業務の特性に応じた報酬・給与制

度について検討を行う。 

 

 ９ 情報公開の推進 

 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140号）に基

づき、適切に情報公開を行う。 

 なお、森林保険業務に関する情報公開の実施に当たっては、民間の損害保険会社が

行っている情報公開状況や日本損害保険協会策定の「ディスクロージャー基準」等を

参考とする。 

 

 10 情報セキュリティ対策の強化 

 情報セキュリティポリシーに基づき情報セキュリティ対策を講じ、情報システムへ

のサイバー攻撃に対する防御力、組織的対応能力の強化に取り組む。また、対策の実

施状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルを踏まえ、情報セキュリティ対策の改善に努める。 

 また、特定個人情報を含む個人情報についての管理・保護の徹底に努める。 

 

  11 環境対策・安全管理の推進 

 「国立研究開発法人森林研究・整備機構環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使

用の合理化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進す

る。 

 さらに、化学物質等の適切な管理を図るため、関係規程類の整備と手引書の見直し

等を進めるとともに、化学物質管理システムによる化学物質の一元的な管理を推進す

る。これら取組については、環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及

び事業活動に係る環境報告書を作成・公表する。 

 労働災害等の未然防止の観点から、安全衛生管理の年度計画を策定し、研修等を実

施するとともに、安全衛生委員会等による職場点検に取り組むほか、労働災害等の発

生時における対応等を周知徹底する。 

 水源林造成業務については、事業者等の労働安全衛生が確保されるよう、指導の徹

底に努める。 
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